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はじめに 
 畜産経営においては、家畜の飼育にともなって発生する、ふん尿処理に起因する臭気対策や排
水処理等、地域の環境保全にとって重要な要因を抱えています。それぞれの畜産農家では適正
なふん尿処理に対する取り組みは行われてはいますが、その活動内容について地域住民や利害
関係者の理解を十分に得られているとは考えられません。さらに、ふん尿処理や環境保全活動に
対する投資費用に対する効果については必ずしも明らかとはいえません。 
 近年、農業環境三法が施行され、資源循環型或いは持続型農業が推進されるなか、畜産にお
いては「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」において、今まで以上に
ふん尿の適正処理と積極的な利用が求められています。同法の施行にともない、ふん尿処理施
設整備は一応の対応が終了したものと考えられます。 
 畜産農家が今後も安定して経営を存続するためには、適正なふん尿処理を継続して行うととも
に、環境保全活動に対する費用対効果を明らかにし、環境保全活動を利害関係者に積極的に開
示するなど、ソフト面での対応がより必要になるものと考えられます。 

 
環境会計とは 
 環境省が発行する「環境会計ガイドブック」では、環境会計を、「企業等が、持続可能な発展を目
指して、社会との良好な関係を保ちつつ、環境保全への取り組みを効率的かつ効果的に推進して
いくことを目的として、事業活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果
を認識し、可能な限り定量的（貨幣単位又は物量単位）に測定し伝達する仕組み」と定義していま
す。 
 ここで、環境保全とは、事業活動その他、人の活動に伴って環境に加えられる影響であって、環
境の良好な状態を維持する上での支障の原因となるおそれのあるものの発生を防止、抑制又は
回避、影響の除去、発生した被害の回復又はこれらに資する取り組みを言います。 

 
環境会計への取り組み方法 
 環境会計への取り組みに当たっては、環境会計ガイドブック（環境庁2000）の環境会計システム
の導入のためのガイドライン（以下、ガイドライン）に従い、環境保全コストについて畜産経営での
主な取り組み内容を分析し、応用事例として静岡県中小家畜試験場（以下、場）の平成12・13年度
予算、環境マネジメントシステムの運用実績から環境保全コスト、環境保全効果及び環境保全対
策に伴う経済効果を集計しました。 
 なお、人件費及び減価償却費は今回の集計には含みませんでした。また、期間中に排出された
CO2及びNOXの排出量については環境活動評価プログラム（環境庁1999）により算出しました。さ

らに、当場で飼育される豚及び鶏から排せつされるふん尿量を実測することは困難なため、年間
飼育頭羽数から、家畜ふん尿処理・利用の手引き（畜産環境整備1998）による家畜排せつ物量を
用いて算出しました。 

 
環境会計による集計結果 
（１）環境保全コスト 
 ガイドラインでは環境保全コストは表１に示すように６項目に分類されています。これらの、各コ
ストについて具体的な取り組み内容と投資額・費用額を算出します。 
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表1 環境保全コストの分類 

 
 一般的な畜産経営において環境保全コストでは、（１）の事業エリア内コストが大部分を占めるも
のと考えられますが、地域社会での円滑事業活動の推進に当たっては、（３）管理活動コストや
（５）社会活動コストも重要なウエイトしめるようになるものと想定されます。 
 次に、環境保全コストの大半を占める事業エリア内コストについて、一般的な畜産経営における
取り組み内容を分析すると、表２に示す内容が想定されます。これらの内容については畜産分野
全体を想定しているため、畜種によってはこの取り組み内容が不必要なものや、或いは必要なも
のが抜けている場合もあり、実際の使用に際してはそれぞれ実情に応じて取り組み内容を選定す
ることが必要です。 
 平成12・13年度の場の予算・エネルギー使用状況・資源利用量・廃棄物発生量等の活動実績は
表３に示すとおりです。 



 
表2 生産・サービス活動により事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するための環境保全コスト

（事業エリア内コスト） 
 
 

 
表3 静岡県中小家畜試験場における活動実績 

 
 また、平成13年度の環境保全コストは表４に示すとおりとなりました。 
 さらに、当期の環境保全関連投資額及び研究開発費は表５に示すとおりです。 



 
表4 環境保全コスト 

 
 

 
表5 環境保全関連投資額等 

 
 この結果、平成13年度の環境保全コストは28,713千円で、場予算の21.5%でした。また、当期の
環境保全関連投資額及び研究開発費は5,943千円、9,022千円で、それぞれ予算の4.5%、6.8%でし
た。 
 畜産経営においては、一部の酪農家を除いて飼料を外部から購入し、その飼料で家畜を飼育
し、家畜の生体や乳・卵を出荷して経営を営んでおり、事業活動によって発生する廃棄物は必然
的に家畜のふん尿がほとんどとなります。従って、ガイドラインによる環境保全コスト分類でも、事
業エリア内で生じる生産活動にかかる取り組みが大部分で、コストの中心も事業エリア内での環
境負荷抑制、特にふん尿処理に関するコストが環境保全コストの大部分を占めることになります。
今回の分析でも、場歳出に対する環境保全コストは28,713千円（21.6%）ですが、環境保全コストの
61%がエリア内環境負荷抑制コストで、家畜のふん尿処理コストの52%を占めています。 
 当場は試験研究機関として家畜の飼育に関する試験活動を行っているため、エリア内コストの
一部や研究開発コスト等で、一般の畜産経営に比べ特殊なコスト増加要因があります。  
 さらに、先述しましたがこの集計には人件費及び減価償却費を計上してありませんので、これら
の特殊要因を考慮した一般畜産経営では、事業エリア内コストはさらに増加するものと考えられま
す。 
 なお、環境保全コストの集計に当たっては、人件費・電気・燃料代等はそれぞれの活動内容に
応じて適宜案分して計算する必要があることは言うまでもありません。 
 
（２）環境保全効果 
 当場では、平成12年から国際規格ISO14001環境マネジメントシステムを導入し、環境保全活動
への取り組みを行っています。 
 その、取り組みの一環として省エネ・省資源活動記録の分析により、NOX、CO2の削減効果や廃

棄物のリサイクル化による省資源効果を、表６に示すように数値としてとらえることが可能となりま
した。 



 
表6 環境保全効果 

 
 今回の分析では、畜産経営にとって最も重要なふん尿処理に関して、ふん尿発生量の分類を事
業エリア内効果に、ふん処理によりできあがる堆肥をその他環境保全効果に分類しましたが、耕
種農家が堆肥を利用することにより化学肥料の使用量を削減できれば、この場合の分類は事業
エリアの上・下流で生じる環境保全効果に分類することが妥当なものと考えられます。 
 また、ふん尿の堆肥化処理は、一般的には廃棄物のリサイクル化に該当し、環境保全効果とし
ては大きなウエイトを持つものと考えられますが、処理過程で発生するアンモニアやその他の悪
臭成分は環境負荷として、畜産経営の存続に大きな影響を与えるものです。従って、臭気問題に
関しては、発生する臭気成分の量と法規制値との関係、地域住民からの苦情の発生等、貨幣単
位やその他の単位に変換できない状況をどのように捉え、どのように表現するかは今後の検討課
題といえます。 
 
（３）環境保全対策に伴う経済効果 
 当場の環境保全対策に伴う顕著な経済効果を表７に示します。 
 当場での環境保全対策に伴う経済効果としては、消費電力の削減による省エネ効果による費用
削減が見られました。 
当場では生産堆肥は地域住民へのサービスとして無料配布しているため、リサイクルにより得ら
れた収入或いはリサイクルに伴う廃棄物処理費用の削減効果は計上できませんでしたが、一般
的な畜産経営においては、良質な堆肥生産は副産物収入として、リサイクルにより得られる収入
として環境保全対策に伴う経済効果が見込めます。 

 
表7 環境保全対策に伴う経済効果 

 
最後に 
 環境会計から算出された環境コストの妥当性や、環境保全効果判定が良好なものであるかを判
断するためには、継続してシステムを運用することにより、時系列的に経営体内での分析を行うこ
とにより、精度をあげる必要があります。 



 環境会計システムについては、その歴史も浅く手法も未だ確立されたものとは言い難いのです
が、環境問題で苦況にたつ畜産経営体にとって、本システムを利用することにより適切な環境保
全コストを把握するとともに、地域住民等の利害関係者に対する客観的な情報開示手法として有
効なものと考えられます。 
 畜産経営において、ふん尿処理に起因する臭気対策等、技術的に解決の困難な課題が山積し
ていますが、基本的には、施設規模に応じた家畜の飼育頭羽数飼育とこまめなふん尿処理。そし
て、地域住民との良好なコミュニケションの構築が最も重要な環境保全対策であると考えられま
す。 
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